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流動資産 4,587,990 流動負債 8,672,949

現金・預金 1,658,505 買掛金 2,420,450

売掛金 2,005,626 未払金 3,860,287

たな卸資産 339,333 未払費用 1,330,581

前払費用 248,662 前受金 8

未収入金 195,453 預り金 133,937

立替金 1,604 未払法人税等 174,178

仮払金 22,794 未払消費税等 629,101

繰延税金資産 116,009 賞与引当金 68,549

固定資産 15,207,583 閉店損失引当金 7,876

有形固定資産 12,602,222 短期リース債務 7,029

建物 8,712,674 短期資産除去債務 19,768

構築物 808,850 リース資産減損勘定 6,559

機械・装置 1,494,016 その他 14,621

車両・運搬具 0 固定負債 8,944,285

工具・器具・備品 1,472,868 長期借入金 7,600,000

ﾘｰｽ資産 16,157 資産除去債務 1,315,819

建設仮勘定 97,655 長期リース資産減損勘定 26,576

無形固定資産 29,342 預り保証金　 1,890

電話加入権 7,554 17,617,235

施設利用権 3,334

ソフトウェア 18,453 株主資本 2,178,338

投資その他の資産 2,576,018 資本金 100,000

差入保証金 678,122 利益剰余金 2,078,338

敷金 1,268,553 利益準備金 25,000

長期前払費用 71,441 繰越利益剰余金 2,053,338

店舗賃借仮勘定 85,463 （うち　当期利益） ( 82,230)

繰延税金資産 470,519

投資その他 3,600

貸倒引当金 ▲ 1,683

2,178,338

19,795,573 19,795,573

項　目 金　額 項　目 金　額

貸　借　対　照　表

平成30年12月31日現在
（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

負債合計

純　資　産　の　部

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計
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個 別 注 記 表 

 

 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

商品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定） 

仕込品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 

原材料 月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 10～20年 

構築物 10～20年 

機械装置 8～9年 

工具器具備品 3～6年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。な

お、 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス ・ リース取引については、 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 長期前払費用 

均等償却しております。 

  

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

   

４．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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貸借対照表に関する注記   

１．有形固定資産の減価償却累計額        10,788,600千円   

  

２．親会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

  短期金銭債権   139,663千円 

  短期金銭債務  5,342,325千円 

 長期金銭債務  7,600,000千円 

 

 

損益計算書に関する注記 

１．親会社との取引高 

営業取引による取引高 

仕入高                 16,206,090千円 

販管費及び一般管理費    5,989,441千円 

営業外収益             89,196千円 

営業外費用             88,868千円 

  

２．減損損失 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主として店舗ごとに資産のグルーピングを行っており、当事業年度において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。 
  

用途 種類 地域 件数 減損損失 
（千円） 

店舗等 建物等 北海道・東北 3 6,296 

  同上 関東・甲信越 23 172,427 

  同上 近畿・中国・四国 4 62,174 

  同上 九州・沖縄 1 15,547 

合計 31 256,446 
  

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最少単位として店舗ごとに資産のグルーピングを行っております。 

店舗の営業損益が継続してマイナス、又は、資産の市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。 

 

  建物 174,942 千円 

  構築物 7,284 千円 

  機械装置 35,468 千円 

  工具器具備品 33,336 千円 

  リース資産 5,414 千円 

  合計 256,446 千円 

 

なお、当該資産グループの回収可能価額は主として使用価値により測定しております。 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 
当事業年度 

期首の株式数 

当事業年度増加

株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末の

株式数 

普通株式 6,000株 －株 －株 6,000株 
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産・負債の主な発生原因別内訳 

  繰延税金資産（流動）     

  未払事業税 12,497 千円 

  未払事業所税 10,775 千円 

  賞与引当金 23,690 千円 

 未収事業税 69,045 千円 

  その他 69,045 千円 

  繰延税金資産（流動）小計 185,054 千円 

  評価性引当金 -  

  繰延税金資産（流動）計 185,054 千円 

        

  繰延税金資産（固定）     

  減損損失 176,521 千円 

  資産除去債務 451,852 千円 

  その他 578 千円 

 繰延税金資産（固定）小計 628,951 千円 

   評価性引当金 △1,131  千円 

 繰延税金資産（固定）計 627,820 千円 

    

  繰延税金負債（固定）     

  有形固定資産（資産除去債務見合）  157,300 千円 

  その他 － 千円 

  繰延税金負債（固定）計 157,300 千円 

  繰延税金資産（固定）の純額 470,519 千円 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  

 

  法定実効税率 34.56 ％ 

 （調整）   

  住民税均等割 21.02 ％ 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0,85 ％ 

  その他 △5.77 ％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.10 ％ 
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リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス ・ リース取引については、 通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

１． リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内  7,029千円 

１年超          －千円 

合 計  7,029千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料        27,662千円 

減価償却費相当額     7,291千円 

支払利息相当額   579千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。 

 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社の資金運用については運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク管理 

敷金及び保証金は、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。  

②流動性リスク管理 

借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定

において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項  

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは次表には含まれておりません。   
   (単位：千円) 

   貸借対照表 
 計 上 額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,658,505 1,658,505 － 

(2) 敷金  1,268,553 1,254,289 △14,264 

(3) 保証金 678,122 662,201 △15,921 

資産計 3,605,182 3,574,996 △30,185 

(1) 借入金（＊） 7,600,000 7,600,000 － 

負債計 7,600,000 7,600,000 － 

   （注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

 

３．資産 

(1) 現金及び預金、 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 敷金、(3) 保証金 

主に店舗の賃借契約時に差入れている敷金及び保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価

値により算定しております。 

４．負債 

(1) 借入金 

変動金利借入金であるため、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後大きな変動はないことから、時価は帳簿価額と近

似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

 

 取得原価相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額 

リース資産 130,653千円 61,281千円 40,188千円 29,182千円 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

(単位：千円)   

属性   会社の名称   
議決権の所有
（被所有）割合   

関係内容 
取引の内容   

取引 
金額   

科目   
期末 
残高   役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 
株式会社 

すかいらーくホ
ールディングス 

被所有 
直接 100％ 兼任 2名 資金の借入他 

食材の仕入 
  配送費等 16,206,090 買掛金 2,248,541 

     業務委託他 3,461,467 未払金 3,093,784 

     事務所転貸 81,449 長期借入金 7,600,000 

     資金の借入（注） 2,400,000 売掛金 102,469 

          借入金の返済   2,900,000 未収金 37,193 

          利息の支払  87,991   

(注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

      資金の借入については、親会社の借入金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。  

  

 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 36,305.64円  

２．１株当たり当期純利益 13,705.04円  

 

 

 

資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの  

１．当該資産除去債務の概要 

 店舗及び事業用資産の一部について土地又は建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を有して

いるため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しております。 

  

２．当該資産除去債務の金額の算定方法  

 資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は9年から20年、割引率は0.04％から2.10％を採用しております。 

  

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 期首残高 1,229,198 千円 

 有形固定資産の取得に伴う増加額 115,114 千円 

 時の経過による調整額 11,819 千円 

 資産除去債務の履行による減少額 △20,544 千円 

 当事業年度末残高 1,335,588 千円 

  

 

その他 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  

 


